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１ 個人の属性に関する調査事項
（１）学校区分

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

（変更案）

（変更理由）

平成29年就業構造基本調査の調査事項案（前回調査との比較表）

～第６回雇用失業統計研究会における主な意見を踏まえた変更案～

　・「短大・高専」を「短大」と「高専」に分割

　短期大学と高等専門学校では、その目的・役割や男女比などに大きな違いがあり、卒業後の状況が大きく異なることが予想されることから、高等教育機関の検討に関する政
策ニーズを勘案し、選択肢を分割
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２ 有業者についての調査事項
（１）雇用契約期間の定めの有無・１回当たりの雇用契約期間

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

（変更案）

（変更理由）
　「１か月以上６か月以下」について、雇用契約期間が３か月である労働者が全有期雇用契約者の中でウエイトを占めていることが考えられること（平成24年調査の統計委員会
答申における指摘事項）などから、選択肢区分を分割・変更
  なお、当該選択肢区分については、「就業希望の把握に関する準備調査」における結果から、適当な選択肢区分と考えられる。

　・「１か月以上６か月以下」を「１か月以上３か月以下」と「３か月超６か月以下」に分割
　・「その他」を「５年超」と「期間がわからない」に変更
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（２）どうしてこの仕事についたのですか

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

【復活】

（追加案）

（変更理由）

　「どうしてこの仕事についたのですか」の設問を復活

　「現職への就業理由」については、前回（平成24年）調査において、東日本大震災の仕事への影響に関する事項（４項目）を新たに追加したことなどに伴い、他の調査事項と
比較した相対的な必要性、報告者負担、調査票スペースの制約等を踏まえ削除したが、①今回調査では東日本大震災の仕事への影響に係る事項は把握しないこと、②関
係府省及び都道府県から政策利用の必要性から復活要望があること、③前回調査の統計委員会答申における「今後の課題」の中で、“「前職の離職理由」を把握する調査事
項との関係から、転職の実態を分析する上で有用な情報であることから、今回調査の結果を踏まえ、必要に応じて、本調査事項の復活について検討すること」とされていること
から、当該調査事項を復活



4

（３）どうして今の雇用形態についているのですか

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

【新規】

（追加案）

（変更理由）

　「どうして今の雇用形態についているのですか」の設問を追加

　いわゆる不本意非正規労働者に関する統計ニーズ（サンプルサイズの制約から労働力調査では困難な詳細クロス分析や地域別結果の提供）を踏まえ、労働力調査で把握
している「現職の雇用形態についている理由」を追加
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３ 前職についての調査事項
（１）前の仕事の雇用契約期間の定めの有無・１回当たりの雇用契約期間

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

【新規】

（追加案）

（変更理由）

　・「前の仕事の雇用契約期間の定めの有無・１回当たりの雇用契約期間」の設問を追加
　・上記選択肢区分として「定めがなかった」、「定めがあった（１か月未満、１か月以上３か月以下、３か月超６か月以下、６か月超１年以下、１年超３年以下、３年超５年
　　以下、５年超、期間がわからない）、「わからない」を設定

　前職の雇用契約期間を把握することは、いわゆる「雇止め問題」等を分析する上で有用であることから、「雇用契約期間の定めの有無及び雇用契約期間」についての設問を
追加
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４ 育児・介護の状況について
（１）ふだん育児をしていますか

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

（変更案）

（変更理由）

（２）ふだん家族の介護をしていますか

平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

（変更案）

（変更理由）

　育児をしている人について、新たにその頻度（月に３日以内、週に１日、週に２日、週に３日、週４～５日、週に６日以上）を追加

　就業と育児の負担度との関係をより詳細に把握するため、その頻度を追加

　介護をしている人について、新たにその頻度（月に３日以内、週に１日、週に２日、週に３日、週４～５日、週に６日以上）を追加

　就業と介護の負担度との関係をより詳細に把握するため、その頻度を追加
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５ 東日本大震災の影響について
平成29年就業構造基本調査（案） 平成24年就業構造基本調査

【削除】

（変更案）

（削除理由）

「東日本大震災の影響について」の設問を削除する。

　「東日本大震災の仕事への影響」に係る調査事項については、必要性が低下していることに加え、新たに追加する調査事項のスペース確保を勘案し、平成29年調査におい
ては把握しない。




